
第 平成 年度当初予算の状況

最近の我が国経済の動向は、輸出、生産ともに増加しており、企業収益は改善が続き、設備投資も

増加しており、雇用情勢は依然として厳しいものの、個人消費とともに持ち直しの動きがみられるな

ど、景気は、設備投資と輸出に支えられ、着実に回復しているとされています。

このような情勢を踏まえ、政府は、「改革なくして成長なし」の理念の下、デフレ克服を目指しな

がら、各分野にわたる構造改革を 体的かつ整合的に推進し、民間需要主導の持続的な経済成長を目

指すことを基本に、経済財政運営を行おうとしています。

このため、平成 年度の国の予算は、これまでの「改革断行予算」という基本路線を継承し、歳出

改革を 層推進することとし、 般歳出及び 般会計歳出全体について、実質的に平成 年度の水準

以下に抑制することを基本に編成され、その総額は、前年度に比べ、 ％増の 兆 億円となっ

たところです。

また、平成 年度の地方財政については、地域経済の状況にかんがみ、魅力ある都市と地方の形成

や循環型社会の構築、少子・高齢化対策など、地域の課題に重点的な取組みが求められる 方で、地

方税収入や地方交付税の原資となる国税収入の伸びが見込めず、また公債費が高い水準で推移するこ

と等により、依然として大幅な財源不足が生じるものと見込まれました。

このため、地方財政計画の歳出については、国の歳出予算と歩を にして、徹底して見直すことと

し、計画規模の抑制に努めることにより、財源不足額の圧縮が図られることとされ、その結果、計画

規模は、前年度に比べ、 ％減の 兆 億円と、 年連続のマイナスとなったところです。

また、地方財政対策の内容としては、地方交付税や臨時財政対策債の削減等が行われたところであ

りますが、今後、地方財政の基盤を充実強化していくためには、国から地方への 分な税源移譲など、

抜本的な対策が不可欠であり、引き続き国に対し、真の“ 位 体の改革”の推進について、強く要

請していく必要があると考えています。

次に、最近の県内経済の動向は、個人消費は総じて弱い動きが続いており、雇用・所得環境も全体

としてなお厳しい状況にありますが、設備投資は製造業の回復から概ね下げ止まっており、また、輸

出は引き続き増加し、生産も全体として増勢が強まっているなど、県内景気は、全体として横這い圏

内で推移しているものの、製造業を中心に回復に向けた動きが強まっています。こうした中、中小企

業の景況には、引き続き厳しいものがあります。

このような諸情勢を背景に、平成 年度当初予算編成に当たりましたが、本県財政は、地方財政と

同様に、極めて厳しい状況にあり、地方交付税等の大幅な落ち込み等から、過去最大の財源不足が見

込まれました。

しかしながら、厳しい財政状況の中にあっても、県政に対する県民の皆様の御期待に、しっかりと

お応えし、 世紀における「元気県山口」を実現していくためには、県政が直面している政策課題の

解決に向けて、的確に対応していくとともに、その基盤となる財政の健全化を図ることが急務となっ

ています。

このため、「政策課題への的確な対応」と「財政健全化への取組みの強化」の つを基本方針とし
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て、施策の重点化、効率化を図り、これまで以上に、メリハリを付けた「緊急課題対応型予算」とし

て編成を行いました。

基本方針の第 である「政策課題への的確な対応」については、昨年秋にお示しをした施策重点化

方針の基本的な考え方に基づき、県民生活の充実や発展基盤の構築、また本県の個性を生かした山口

方式の積極的な展開に努めながら、現下の最重要課題が、県民の皆様の暮らしに直結をする「緊急重

要課題」と、環境対策をはじめとする「その他の重要課題」への的確な対応であるとの基本認識に立

ち、出来る限りの取組みを講じました。

まず、取り組むべき課題の 点目である「緊急重要課題」についてです。

現下の重要な課題である「雇用・中小企業対策」については、厳しい経済・雇用情勢に対応するた

め、若者就職支援センターの新たな設置や高等産業技術学校の再編整備など、雇用の確保に向けた取

組みを、より 層強化するとともに、中小企業制度融資において、緊急景気・雇用対策資金の新規融

資枠を 分に確保するなど、雇用の場となる中小企業を支援します。

「少子化・教育対策」としては、不妊治療等への支援を充実するとともに、県立中央病院に総合周

産期母子医療センターを整備するほか、乳幼児医療費助成制度の更なる拡大を行います。

また、新たに中学 年 年を加えることにより、中学校全学年を対象に 人学級を実現するととも

に、老朽化した県立学校の改築費等の大幅な増額や私学運営費助成の拡充に努めます。

「暮らしの安心・安全対策」としては、「食」に対する信頼性の確保に向けて、高病原性鳥インフ

ルエンザ等に係る防疫対策や食品の監視・検査体制を充実強化するとともに、 等の感染症に対

応できる施設整備を行います。

また、ヤミ金融やオレオレ詐欺といった悪質商法の被害防止や、街頭犯罪、夜間犯罪等に対応する

ため、地域防犯対策を強化するほか、本年 月には、県東部の治安拠点となる新岩国警察署を開署し

ます。

「高齢者対策」については、第 者評価による介護サービスのレベルアップや民家等を活用した身

近な地域で高齢者、障害者、児童等に福祉サービスを提供する仕組みづくり、施設入所者の在宅復帰

に向けた取組みを支援します。また、山口県立大学を中心に、生涯現役社会づくりに向けた調査研究

や提言等を行う学会を設立します。

次に、取り組むべき課題の 点目である「その他の重要課題」です。

「環境対策」については、全国に先駆けた、ごみゼロ・循環型社会を形成するため、広域静脈物流

システムの構築に取り組むとともに、未利用資源である副生水素を活用した周南市における水素タウ

ンの実現化や、森林バイオマスの活用、森・川・海共生のグランドワークに取り組みます。また、新

たに導入する産業廃棄物税を活用し、廃棄物の減量効果の高い各種事業に取り組みます。

また、本県経済を支える「活力ある産業」を創出するため、県内企業の創業や新分野進出を支援す

るドリームファンドの創設や産学公協働による大学発ベンチャーヘの支援、また知的クラスターの創

成や日本 元気カンパニーの育成など、やる気と能力のある中小企業を支援します。また、米政策の

転換に対応し、需要に対応できる売れる米づくりに取り組むとともに、地産地消運動を推進します。

「交流基盤の整備」については、やまぐち情報スーパーネットワークを活用し、全県的なシステム

としては、全国初の取組みとなる医療情報ネットワークシステムの運用圏域を拡大するとともに、滞

在型交流を目指したグリーン・ツーリズムを推進します。また、岩国基地を活用した民間空港早期再



第 表 平成 年度 般会計予算の状況

（単位 千円、％）

開や地域高規格道路をはじめ、陸・海・空の総合的な交通ネットワークの整備を着実に推進します。

また、本県の存在感を「県内外に情報発信」するため、新たに中部圏を対象に、戦略的な観光

等を展開するとともに、来年開催の技能 輪・アビリンピック両大会の準備を本格化するとともに、

平成 年の国民文化祭や平成 年の国民体育大会の開催に向けて、諸準備を着実に進めます。

合併特例法期限の最終年度を迎えた「市町村合併」の推進については、法定合併協議会等への支援

を強化するとともに、広域市町村合併支援特別交付金や合併重点支援地域への基盤整備補助金、また

市町村振興資金合併支援枠の増額など、合併実現に向けた支援策の拡充を図ります。

基本方針の第 である「財政健全化への取組みの強化」については、地方財政計画との整合性を図

りつつ、中期財政見通しの下、「財源不足対策」と「体質改善策」の両面から、出来る限りの措置を

講じています。

まず、 点目の「財源不足対策」については、昨年秋の段階で、 億円と見込んでいた財源不足

額は、昨年末の段階で、県税収入の動向など、不透明な要素はあったものの、地方財政対策における

地方交付税等の大幅な削減から、 億円に達するものと思われました。

その後、予算編成過程を通じ、歳入・歳出の両面について、その他の収入の確保や支出の削減など、

諸々の検討や精査に努めた結果、 億円の改善が図られ、財源不足額は、 億円まで圧縮できまし

た。

しかしながら、この最終財源不足額 億円は、かつて経験したことのない過去最大の不足額であり、

これについては、財政調整基金及び減債基金を取り崩すことにより、収支の均衡を図ったところです。

点目の「体質改善策」については、県債について、県財政の硬直化要因となることから、発行総

額が引き続き地方財政計画の水準を下回るよう、抑制に努めた結果、 ％超の削減を行ったところで

す。

また、政策評価システムとの連動により、事業の優先順位付けを徹底し、事業の再構築に努めると

ともに、新たな定員管理計画の下、引き続き人件費の抑制に努めるほか、公共工事のコスト縮減など、

財政体質の改善に取り組んでいます。

県財政は、基金の残高が減少する中、平成 年度以降も引き続き大幅な財源不足が見込まれており、

今後 層、財政健全化への取組みを強化していかなければなりません。

これらの結果、本県の 般会計当初予算の総額は、前年度当初予算に比べ、 ％減の ， 億

万円となり、 年連続のマイナス予算となっています。



国、地方を通ずる財政の健全化が現下の最重要課題の つとなっている状況の中で、本県において

も、長引く景気の低迷等による県税収入の落ち込みや、地方財政対策における地方交付税等の大幅な

削減等により、大幅な財源不足の状況が続いています。

このため、内部経費の削減や政策評価システムを活用した事業の見直し、また未利用財産の処分促

進や特定目的基金の臨時的取崩しなどを行い、なお不足する額については財政調整基金及び減債基金

を取り崩すことにより財源不足を補うこととしました。

平成 年度以降も引き続き、基金の残高が減少する中、大幅な財源不足が見込まれ、県財政は 段

と厳しさを増してくることが予想されることから、今後 層、財政健全化への取組みを強化していか

なければならないと考えています。

歳入予算に占める款別の状況は第 図のとおりですが、地方交付税が ％ともっとも大きく、以

下、県税 ％、国庫支出金 ％、県債 ％、諸収入 ％となっています。

般財源と特定財源の割合は、 ％対 ％（前年度当初予算は ％対 ％）、自主財源と

依存財源との割合は、 ％対 ％（前年度予算は ％対 ％）となっています。

（ ）歳 入 予 算

第 図 平成 年度 般会計歳入予算（当初）構成比



第 表 般会計歳入予算の状況

（単位 千円）



第 表 県 税 の 状 況

（単位 千円）

ア 県 税

本年度の県税収入については、景気の回復基調を受けて、法人 税や地方消費税の増収が見込まれ

ること等から、総額 億 万円、前年度当初予算に対して、 ％の増となっています。

このうち、法人 税は、前年に比べ ％の増となっています。
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イ 地 方 交 付 税

平成 年度の国の地方交付税総額は、地方財政計画により大幅に削減等が行われたことから、前年

度 ％減の 兆 億円となっています。

本県の地方交付税は、第 表及び第 表に示すとおり、普通交付税では、基準財政需要額について

は、前年度当初予算に対して、 ％の減を、基準財政収入額については、 ％の減を見込んで推計

し、交付税額として 億円を計上しています。さらに、特別交付税を 億円見込み、総額 億

円を計上しています。この結果、前年度当初予算に対して、 億円の減（ ％）となっています。

第 表 普 通 交 付 税 の 見 込

第 表 平成 年度当初予算計上額の対前年度比較

（単位 百万円）

（単位 百万円）



ウ 般 財 源

県税、地方交付税、地方特例交付金、地方消費税清算金、地方譲与税及び交通安全対策特別交付金

に、使途を特定されていない収入、恒久減税に伴う減収額を補填するために発行される減税補てん債

及び地方交付税から振り替えられた臨時財政対策債も含めた 般財源の総額は、 億円となって

おり、前年度当初予算に対し、 億円、 ％の減となっています。

般財源の使途別充当状況は、第 図のとおりです。

第 表 般 財 源 使 途 別 充 当 状 況

（単位 千円）



第 図 般財源使途別充当状況（目的別）

般財源使途別充当状況（性質別）



エ 国 庫 支 出 金

国庫支出金については、国の歳出抑制や国庫補助負担金の 般財源化の影響等から、 億円と

なり、前年度当初予算と比べて 億円、 ％の減となっています。

国庫支出金の使途別充当状況は、第 図のとおりです。

第 表 国 庫 支 出 金 使 途 別 充 当 状 況

（単位 千円）



第 図 国庫支出金使途別充当状況（目的別）

国庫支出金使途別充当状況（性質別）
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オ 県 債

本年度の地方債計画は、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、極めて厳しい地

方財政の状況の下で、その健全性の確保に留意しつつ、地方公共団体が個性豊かで活力ある地域社会

の構築を目指して、それぞれの特性を活かし相互に魅力を共有できる地域づくり、 を活用した住

民生活の向上と地域経済の活性化、地域資源の有効活用等による地域再生、災害等に強く安全な地域

づくり等の当面する政策課題に重点的・効率的に対応しうるよう、所要の地方債資金の確保を図るこ

ととして策定された結果、その総額は、 兆 億円となり、前年度に比べて 兆 億円、 ％の

減となっています。

本県においては、県債発行を抑制するという基調で臨んだ結果、発行総額は 億円と、前年度

に比べ、 億円の削減（ ％）となっています。このうち地方財政対策に伴い、臨時財政対策

債等の特別債は、 億円の減（ ％）となっています。

この結果、県債依存度は、前年度の ％から ％へと、 年ぶりに改善し、地方財政計画（ ％）

を 年連続で下回る水準となっています。

県債の事業別内訳は、第 表のとおりです。

第 表 県債発行額及び県債依存度の推移（当初予算ベース）

（単位 億円、％）



第 表 県 債 の 状 況

（単位 百万円）



（ ）歳 出 予 算

本県財政は、地方財政と同様に、極めて厳しい状況にあり、地方交付税等の大幅な落ち込み等から、

大幅な財源不足が見込まれています。

しかしながら、このような中にあっても、県政に対する県民の皆様の御期待に、しっかりとお応え

し、 世紀における「元気県山口」を実現していくためには、県政が直面している政策課題の解決に

向けて、的確に対応していくとともに、その基盤となる財政の健全化を図ることが急務となっていま

す。

このため、本年度の当初予算は、「政策課題への的確な対応」と「財政健全化への取組みの強化」

を基本方針とし、施策の重点化、効率化を図り、これまで以上にメリハリを付けた「緊急課題対応型

予算」として編成しました。

この結果、平成 年度の歳出予算の総額は、 億円となっており、その内訳を目的別及び性質

別に見ますと、第 表及び第 表のとおりです。



第 表 般会計目的別歳出予算の状況

（単位 千円）

第 図 般会計予算目的別内訳



第 表 般会計性質別歳出予算の状況

（単位 千円）

第 図 般会計予算性質別内訳
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第 表 建 設 事 業 費 の 状 況

（単位 千円）
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（ ）き ら め く 人

ア 県民活力の発揮

「やまぐち県民活動きらめき財団」との連携を図りながら、県民活動団体と県との協働の推

進や、ボランティア団体等の育成など、県民活動の 層の活発化に努めます。

（県民活動の振興）

県民活動支援センター管理運営事業 千円

県民活動促進事業 千円

県民活動協働推進事業 千円

「グリーンボランティア」育成支援事業 千円

竹林ボランティア活動推進事業 千円

スポーツボランティア推進事業 千円

美術館ボランティア養成事業 千円

高年齢者就業支援事業 千円

食育実践活動推進事業 千円

（新しいイメージの発信）

山口県情報発信講座開催事業 千円

元気県やまぐち協働発信事業 千円

元気県やまぐち県外情報発信事業 千円

やまぐちブランド発信事業 千円

きらら物産総合フェア開催事業 千円

イ 若者が活躍する社会の実現

若者を中心とした多様な団体が連携して取り組む、住民主導の地域づくり活動に対し、助成

をするとともに、新たに「山口県若者就職支援センター」を設置し、若者の雇用対策を体系

的・総合的に推進します。

（若者の県内定住）

地域づくり若者チャレンジ支援事業 千円

県内進学率向上支援事業 千円

専修学校・各種学校フェア支援事業 千円

若者就職支援センター設置事業 千円

県内就職促進強化事業 千円

県内就職総合支援事業 千円

高等学校等就職指導専門員活用事業 千円

（青少年の健全育成）

無職少年等相談支援体制強化事業 千円

やまぐち青少年育成推進事業 千円

平成 年度当初予算主要施策の概要



ウ 男女共同参画社会の実現

男女の人権尊重の視点に立った取組みや の防止など、県民意識の醸成に努めるとともに、

育児休業制度等の普及・啓発を図ります。

男女共同参画推進事業 千円

対策事業 千円

ファミリーサポートセンター等総合支援事業 千円

仕事と育児の両立支援ステップアップ事業 千円

男女が共に働きやすい環境づくり支援事業 千円

エ 生涯学習社会の構築

「山口県人づくり財団」を設立し、セミナーパークを核とした新たな人材育成の体制整備を

図ります。

やまぐち生涯学習コンテンツ充実事業 千円

家庭教育充実事業 千円

生涯学習圏構想推進事業 千円

やまぐち人材育成体制支援事業 千円

オ 学校教育の推進

不登校の児童・生徒に対する家庭訪問による学習支援等の実施や、スクールカウンセラーの

拡充等、教育相談体制の強化を図ります。

また、中高 貫教育を推進するため、 年制の下関中等教育学校を開校するとともに、県立

大学の「地域貢献型大学」を目指した改革を進めます。

（ゆとりある教育）

県立中等教育学校設置 千円

併設型中高 貫教育

連携型中高 貫教育

県立高校将来構想策定事業 千円

高校生進学チャレンジ支援強化事業 千円

目指せスペシャリスト推進事業 千円

県立高校生等奨学事業 千円

（心豊かな子どもの育成）

楽しい学び舎づくり推進事業 千円

楽しい学び舎づくりステップアップ事業 千円

楽しい学び舎づくりサポート事業 千円

伸びゆく学び舎づくり推進事業 千円

ふれあう学び舎づくり推進事業 千円

中 中 少人数学級化支援事業 千円

学校メンタルサポート事業 千円

不登校児童生徒支援事業 千円

教育相談連携推進事業 千円



子どもの食育・体力向上推進事業 千円

（時代の進展に対応した教育）

慶尚南道教員派遣研修事業 千円

外国語教育補助要員等活用事業 千円

教育用コンピュータ整備事業 千円

コンピュータ補助要員等活用事業 千円

スクールネットワーク 活用促進事業 千円

（学校施設・設備の整備充実）

県立学校施設整備事業 千円

（特殊教育の充実）

通学対策事業費 千円

（私学の振興）

私立学校運営費補助 千円

私立幼稚園預かりサポート推進事業 千円

私立幼稚園幼児教育センター機能強化支援事業 千円

私立高校等施設設備整備費補助金 千円

私立学校情報教育推進事業 千円

私立高校生奨学事業費 千円

私立高校生通信制課程修学奨励事業 千円

私立高校生等特別就学補助金 千円

私立高校交通遺児等授業料減免補助金 千円

私立幼稚園施設整備費補助金 千円

私立小規模幼稚園教育活動費補助金 千円

私立高等専修学校特別振興補助金 千円

私立外国人学校特別補助金 千円

（魅力ある高等教育機関の整備充実）

県立大学改革推進事業 千円

県立大学地域共同研究事業 千円

県立大学生涯現役社会づくり支援事業 千円

県内進学率向上支援事業 千円

専修学校・各種学校フェア支援事業 千円

カ スポーツの振興

宇部・小野田地域サッカー交流拠点施設の整備及び下関地域総合武道館の基本計画の策定に

着手します。

スポーツ交流ゾーン後期整備計画調査研究事業 千円

宇部・小野田地域サッカー交流拠点施設整備事業 千円

下関地域総合武道館基本計画策定事業 千円

元気キッズトライアスロン大会開催事業 千円



障害者スポーツ元気戦略推進事業 千円

トップアスリート育成事業 千円

山口国体準備事業 千円

全国高校総体開催費 千円

スポーツボランティア推進事業 千円

キ 県民文化の創造

維新文化の情報発信、交流等の拠点となる明治維新館の整備について、調査を進めます。

県立美術館企画展開催事業 千円

県立萩・浦上記念館企画展開催事業 千円

博物館企画展開催事業 千円

県民文化ホールいわくに自主企画事業 千円

秋吉台国際芸術村創造交流事業 千円

博物館学校連携推進事業 千円

美術館学校連携推進事業 千円

美術館ボランティア養成事業 千円

国民文化祭総合推進事業 千円

やまぐち県民文化祭開催事業 千円

県政資料館保存活用事業 千円

国指定文化財保存活用事業 千円

代のツル渡来数回復対策事業 千円

特別天然記念物 代のツル再生支援事業 千円

明治維新館基礎資料等調査事業 千円

やまぐち文学回廊情報発信事業 千円

ふるさとの文学者語り部データ収集事業 千円



（ ）や す ら ぎ の あ る く ら し

ア 心のかよう健康福祉社会の実現

全ての医療圏において小児病床を確保するとともに、新たに小児救急医療電話相談を実施す

るなど、小児救急医療体制の整備充実を図るとともに、痴呆性高齢者の早期発見・早期対応に

向けた支援体制を整備します。

（地域保健福祉の充実）

総合・循環型福祉サービス推進モデル事業 千円

地域リハビリテーション体制整備推進事業 千円

重度心身障害者医療対策費 千円

母子医療対策費 千円

乳幼児医療対策費 千円

園芸活用推進事業 千円

福祉サービス第 者評価推進支援事業 千円

福祉の輪づくり運動セーフティネット強化事業 千円

人にやさしいまちづくり総合推進事業 千円

市町村福祉のまちづくり支援事業 千円

ユニバーサルデザイン推進事業 千円

（健康づくりの充実）

健康やまぐち 県民運動強化推進事業 千円

ジュニアヘルス推進モデル事業 千円

健康長寿生活習慣改善事業 千円

運動推進事業 千円

等感染症対策基盤整備事業 千円

（医療サービスの充実）

災害救急医療情報システム運営事業 千円

医療情報ネットワークシステム構築事業 千円

医療安全支援センター運営事業 千円

へき地医療対策事業 千円

公的医療施設等施設・設備整備事業 千円

医療施設近代化施設整備事業 千円

精神病院施設整備事業（静和荘） 千円

救急休日夜間医療対策事業 千円

小児医療対策事業 千円

救急業務高度化推進事業 千円

（児童環境づくり）

やまぐち子育て県民運動推進事業 千円

次世代育成支援行動計画策定事業 千円



児童虐待防止等総合推進事業 千円

地域子育て支援総合推進事業 千円

健やか親子やまぐち 推進事業 千円

子育て支援 時間電話サービス事業 千円

周産期医療システム整備事業 千円

不妊治療等支援事業 千円

総合療育機能推進事業 千円

障害児（者）地域療育支援事業 千円

重症心身障害児（者）通園事業 千円

児童健全育成対策等総合推進事業 千円

保育所機能強化推進事業 千円

私立幼稚園預かりサポート推進事業 千円

児童福祉施設整備費補助 千円

こども家庭電話相談事業 千円

家庭教育充実事業 千円

乳幼児医療対策費 千円

多子世帯保育料等軽減事業 千円

母子家庭等就業・自立支援センター事業 千円

母子家庭及び寡婦自立促進計画策定事業 千円

（高齢者保健福祉）

生涯現役社会づくり推進事業 千円

在宅痴呆性高齢者早期支援体制整備促進事業 千円

介護保険関連事業 千円

在宅老人福祉対策費 千円

在宅高齢者・家族介護者総合支援事業 千円

老人福祉施設整備費補助 千円

介護サービスレベルアップ推進事業 千円

高齢者在宅復帰支援モデル事業 千円

特別養護老人ホームユニットケア施設研修事業 千円

（障害者保健福祉）

支援費関連事業 千円

障害者安心ケア推進事業 千円

障害者いきいきサポート事業 千円

障害者地域参加促進支援事業 千円

心身障害者福祉作業所運営費補助事業 千円

身体障害者福祉施設整備費補助 千円

知的障害者グループホーム設置促進事業 千円

知的障害者福祉施設整備費補助 千円



チャレンジホームヘルパー養成研修事業 千円

授産活動推進員設置事業 千円

授産活動連携強化支援事業 千円

障害者スポーツ元気戦略推進事業 千円

精神障害者社会復帰施設等運営費補助事業 千円

精神障害者退院促進支援事業 千円

精神障害者社会復帰促進事業 千円

精神障害者社会復帰施設整備促進事業 千円

精神障害者居宅生活支援事業 千円

精神障害者生活支援システム構築事業 千円

精神科救急医療システム事業 千円

（生活安定対策の推進）

生活福祉資金貸付事業費補助 千円

重度心身障害者医療対策費 千円

乳幼児医療対策費 千円

母子医療対策費 千円

国保基盤安定化対策費 千円

国保被保険者負担軽減対策費助成事業 千円

国民健康保険広域化等支援基金積立金 千円

国民健康保険広域化等支援基金貸付金 千円

（人権施策の推進）

ハンセン病対策事業 千円

イ 安心して豊かに暮らせる生活の確保

地震等の大規模災害に対する防災機能の向上を図るため、耐震診断に基づく県有施設の耐震

化基本計画の策定や、防災行政無線の再整備に向けた基本計画の策定に取り組みます。

（県民生活の充実）

悪質商法等被害防止対策事業 千円

食品表示適正化推進事業 千円

（住環境の整備充実）

特定優良賃貸住宅供給促進事業 千円

高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業 千円

高齢者街なか居住支援事業 千円

（生活衛生の充実）

食の安心・安全確保県民活動促進事業 千円

食品衛生管理高度化促進事業 千円

動物由来感染症監視体制整備事業 千円

高病原性鳥インフルエンザ対策経営安定支援資金（農業近代化資金） 千円

県産鶏卵・ブロイラー消費回復促進事業 千円



高病原性鳥インフルエンザ緊急対策事業 千円

畜産物の安全性確保推進事業 千円

食品衛生検査拡充強化事業 千円

食育実践活動推進事業 千円

水道広域化促進事業 千円

水道事業高料金対策事業 千円

（交通安全の確保）

交通安全県民参加推進事業 千円

セーフティやまぐち推進事業 千円

高齢者交通事故防止対策事業 千円

交通安全施設整備費 千円

単独交通安全施設整備費 千円

（地域防災の確立）

山口県総合防災情報ネットワークシステム構築事業 千円

公共施設耐震化推進事業 千円

防災体制整備拡充費 千円

（地域安全対策の充実）

安心・安全やまぐちマイタウン事業 千円

岩国警察署建設費 千円

広瀬交番・本郷駐在所整備事業 千円

駐在所等改築費 千円

警察行政 化推進事業 千円

不法入国等総合対策事業 千円

少年安全サポート事業 千円

環境犯罪対策事業 千円

被害者支援ネットワーク活性化事業 千円

ウ ゆとりある勤労者生活の創造

勤労者の持ち家促進等を図るため、労働福祉金融対策において、所要の新規融資枠を確保し

ます。

（雇用の安定）

若者就職支援センター設置事業 千円

県内就職促進強化事業 千円

県内就職総合支援事業 千円

緊急地域雇用創出特別基金関連事業 千円

高等学校等就職指導専門員活用事業 千円

雇用のミスマッチ対策事業 千円

高年齢者就業支援事業 千円



（職業能力開発の促進）

産業人材育成拠点整備事業 千円

技能 輪・アビリンピック開催推進事業 千円

（勤労者福祉の充実）

労働福祉金融対策費 千円

エ 環境の保全と創造

希少野生生物の保護活動を促進するため、保護条例等の制定に向けた取り組みを進めます。

（環境にやさしい地域づくり）

環境グラウンドワーク活動支援事業 千円

環境やまぐち高度化事業 千円

環境学習全県ネットワーク形成推進事業 千円

やまぐちさわやかエコネット推進事業 千円

環境学習指導者バンク推進事業 千円

（循環型社会の構築）

湖沼富栄養化対策推進事業 千円

浄化槽設置整備事業 千円

水源の森保全酸性雨影響調査事業 千円

やまぐちの豊かな流域づくり推進事業 千円

森林バイオマスエネルギー活用推進事業 千円

アマモ場造成検討・実証事業 千円

竹活用型アサリ漁場回復事業 千円

間伐材魚礁等調査設置事業 千円

間伐材魚礁蝟集効果調査事業 千円

広域最終処分場整備促進対策事業 千円

不法投棄等監視対策事業 千円

夜間不法投棄パトロール事業 千円

不法投棄ホットライン事業 千円

ごみゼロやまぐち推進支援事業 千円

山口県産業廃棄物適正処理基金造成事業 千円

宇部・小野田地域広域最終処分場整備促進対策事業 千円

山口ゼロエミッションプロジェクト事業化促進事業 千円

地域循環型プロジェクト支援事業 千円

資源循環事例等認定普及事業 千円

産業廃棄物最終処分適正管理推進事業 千円

広域静脈物流システム構想策定事業 千円

森林バイオマスエネルギー活用推進事業 千円

林業・木材産業構造改革事業 千円

循環型社会形成推進計画策定等事業 千円



（自然と人との共生）

山口県景観ビジョン策定事業 千円

全国野鳥保護のつどい開催事業 千円

希少野生生物保全推進事業 千円

国立（定）公園施設整備事業 千円

やまぐち自然共生・手づくり事業 千円

県民による里山再生活動推進事業 千円

ふれあい緑化推進事業 千円

（地球環境保全の推進）

県庁舎設備省エネルギー化事業 千円

水素フロンティア山口実証検討事業 千円

「緑の架け橋」造成事業 千円

コンビナート省エネルギー事業化 調査事業 千円

ストップ地球温暖化推進事業 千円

地球にやさしい環境づくり融資事業 千円

低公害車導入促進事業 千円

山東省地球環境保全技術交流・協力事業 千円

オ 安全で質の高い県土づくり

県民参加の里山づくりを進めるとともに、今後の森林づくりの推進に必要となる新たな財源

等の検討等を行います。

きらら浜土地利用計画推進事業 千円

やまぐち森林づくり普及促進事業 千円

「グリーンボランティア」育成支援事業 千円

松くい虫予防事業 千円

松くい虫駆除事業 千円

松くい虫防除推進事業 千円

松くい虫被害木除去事業 千円

水土保全治山事業（公共） 千円

水源地域整備事業（治山・公共） 千円

山口県森林総合情報システム整備事業 千円

由宇港海岸環境整備事業 千円

公共土木施設維持管理費 千円



ア 個性と活力ある地域づくり

食と緑を育む県民協働活動の活性化を図るとともに、自然環境等の地域資源を活かした美し

いむらづくりを推進します。

（市町村の振興）

市町村合併推進事業 千円

広域市町村合併支援特別交付金事業 千円

地域づくり若者チャレンジ支援事業 千円

市町村振興基金積立金 千円

（農山漁村の振興）

食と緑を育む県民ネットワーク推進事業 千円

元気な農村しっかりサポート事業 千円

山村等振興対策事業費 千円

中山間地域等直接支払交付金事業 千円

有害鳥獣捕獲対策関連経費 千円

（農山漁村と都市との共生）

グリーン・ツーリズム推進戦略事業 千円

農地活かして農業体験事業 千円

美しいむらづくり支援事業 千円

農山村のひと・きらめき発信事業 千円

農村女性起業化ネットワーク推進事業 千円

林業女性「森の恵み」起業化支援事業 千円

（離島・過疎地域等の振興）

地方バス路線運行維持対策事業 千円

離島航路対策事業 千円

元気な島づくりサポート事業 千円

元気な島づくり懇談会開催事業 千円

離島体験滞在交流促進事業 千円

イ 海外に開かれた地域社会の形成

中国・山東省において地球温暖化防止モデル森林の造成を行うとともに、中南米をはじめ、

海外の県人会との交流を深めるため、在外山口県人会世界大会を開催します。

日韓海峡沿岸交流関連事業 千円

友好協定・姉妹提携相互交流事業 千円

「緑の架け橋」造成事業 千円

在外山口県人会世界大会開催事業 千円

計画推進事業 千円

国際経済交流促進事業 千円

（ ）に ぎ わ い の あ る 地 域



国際経済交流拠点整備事業 千円

県立大学改革推進事業 千円

ウ 快適でにぎわいのある都市づくり

中核都市の形成を加速化するため、快適で安全な都市基盤の整備や市街地の活性化に努めま

す。

（中核都市等の形成）

広域市町村合併支援特別交付金事業 千円

周南総合庁舎整備事業 千円

周南道路調査費 千円

宅地保有資金貸付金 千円

片添ヶ浜海浜公園整備事業 千円

柳井ウェルネスパーク整備事業 千円

萩ウェルネスパーク整備事業 千円

公共団体施行区画整理事業補助金 千円

まちづくり支援事業 千円

エ 観光・リゾートの振興

外国人観光客の誘致を 層促進するため、東アジア地域を対象に観光客誘致活動を実施しま

す。

戦略的観光 推進事業 千円

国際観光交流事業 千円

観光宣伝事業 千円

山口宇部空港活性化事業 千円

オ 交通ネットワークの整備

生活道路や幹線道路の整備を進めるとともに、国内外の交流基盤となる高速道路、空港、港

湾等の整備に努めます。

（地域交通ネットワーク）

地方バス路線運行維持対策事業 千円

離島航路対策事業 千円

都市計画道路幡生綾羅木線 千円

（国内・国際交通ネットワーク）

山口宇部小野田連絡道路 千円

小郡萩道路（調査費を含む） 千円

周南道路調査費 千円

関門海峡道路調査費 千円

柳井玖珂地域幹線道路網調査費 千円

山陰自動車道推進調査費 千円

（港湾）

下関・北浦海域沖合人工島建設事業費 千円



徳山下松港新南陽地区港湾改修事業 千円

岩国基地民間空港早期再開推進事業 千円

（交通環境の整備）

バス活性化対策事業 千円

交通施設移動円滑化設備整備事業 千円

彦島有料道路通行料金軽減化推進事業 千円

カ 高度情報化の推進

第 セクター等が行う地域ケーブルテレビの設置整備に対し、助成を行います。

地域ケーブルテレビ施設整備事業 千円

災害救急医療情報システム運営事業 千円

医療情報ネットワークシステム構築事業 千円

独創的実験プロジェクト推進事業 千円

日箱庭ブロードバンド体験事業 千円

やまぐち情報スーパーネットワーク利用推進事業 千円

フィールド提供事業 千円

スクールネットワーク 活用推進事業 千円

やまぐち生涯学習コンテンツ充実事業 千円



ア 未来をひらく地域産業づくり

県内中小企業の取引機会の拡大を支援するため、首都圏や韓国において展示・商談会を開催

します。

（新産業の創出・新規事業展開）

新事業創出総合支援事業 千円

チャレンジビジネス育成支援事業 千円

知的財産活用支援事業 千円

新たな交流拠点施設基本計画推進事業 千円

新事業創造支援センター整備事業 千円

やまぐちドリームファンド創設事業 千円

企業フェア・商談会開催事業 千円

山口発新製品売コミ促進事業 千円

日本 元気カンパニー成長促進事業 千円

大学発ベンチャー創出推進事業 千円

創造技術研究開発費補助事業 千円

（科学技術の振興）

活用生産技術支援事業 千円

知的クラスター創成推進事業 千円

（創造的人材の育成）

ものづくりスピリット養成事業 千円

（産業情報交流の推進）

企業活動支援ループシステム推進事業 千円

（ふるさと産業おこし）

農村女性起業化ネットワーク推進事業 千円

建設業経営基盤等強化促進事業 千円

イ 農林業の振興

県産農産物の を行う県外拠点の確保など、県産農産物の安定した需要の確保を図るとと

もに、フラワーランドの整備を進めるほか、本県の竹文化を全国に発信する「竹が創る 世紀

イベント」の開催を支援します。

（担い手づくり）

やまぐち型担い手組織育成緊急対策事業 千円

ニューファーマー総合支援対策事業 千円

体験援農システム構築事業 千円

むらの経営多角化推進事業 千円

意欲的林業者育成総合対策事業 千円

（ ）は つ ら つ と し た 産 業



（生産のシステムづくり）

需要に対応できる地域水田農業再構築推進事業 千円

（基盤づくり）

経営構造対策事業費 千円

経営体育成基盤整備事業費 千円

農業集落排水事業費 千円

家畜市場機能高度化緊急対策事業 千円

畜産基盤再編総合整備事業 千円

資源循環型肉用牛経営育成事業 千円

高病原性鳥インフルエンザ対策 千円

高病原性鳥インフルエンザ緊急対策事業 千円

畜産物の安全性確保推進事業 千円

林業・木材産業構造改革事業 千円

山口県森林総合情報システム整備事業 千円

森林整備地域活動支援交付金事業 千円

（個性豊かなものづくり）

地産・地消対応型園芸産地育成事業 千円

彩りの伝統野菜等振興対策事業 千円

フラワーランド整備事業 千円

花壇苗等花き産地拡大推進事業 千円

やまぐち花き産地強化対策事業 千円

竹材有効利用促進事業 千円

「竹が創る 世紀」イベント開催事業 千円

やまぐち森林づくり普及促進事業 千円

（流通ネットワークづくり）

やまぐちの農産物需要拡大対策事業 千円

学校給食主穀利用促進事業 千円

農産物トレーサビリティシステム導入実験事業 千円

ふるさと牛肉消費拡大推進事業 千円

「やまぐち木の家」地産・地消推進事業 千円

木造公共施設整備事業 千円

（環境と調和する生産の推進）

小規模生ごみ堆肥化技術実証事業 千円

資源循環型畜産確立支援事業 千円

森林バイオマスエネルギー活用推進事業 千円

循環型農業総合推進事業 千円

農薬適正使用推進総合対策事業 千円

残留農薬分析体制整備事業 千円



ウ 水産業の振興

下関漁港へのセリ機能の集約化に向けた整備を行うほか、厳しい環境にある沖合底引き網漁

業等の経営安定を図るため、低利の運転資金制度を創設します。

（海・川づくり）

アマモ場造成検討・実証事業 千円

竹活用型アサリ漁場回復事業 千円

間伐材魚礁等調査設置事業 千円

間伐材魚礁蝟集効果調査事業 千円

漁業権等管理システム整備事業 千円

重要資源回復計画推進総合対策事業 千円

外来魚密放流監視員活用事業 千円

漁業経営構造改善事業 千円

やまぐちの海クリーンアップ推進事業 千円

（流通加工づくり）

下関市場再編影響調査事業 千円

下関水産業活性化推進事業 千円

水産物産地市場安全供給推進事業 千円

水産物販路拡大推進事業 千円

旬の地魚提供モデル推進事業 千円

（多様な担い手づくり）

ニューフィッシャー確保育成推進事業 千円

儲かる漁業推進事業 千円

漁村女性起業化支援対策事業 千円

（漁家の育成と組織の強化）

漁船漁業運転資金 千円

エ 工業の振興

環境産業マルチパーク構想の取組みを強化するとともに、産業団地の分譲・利用を促進する

ため、リース制度を導入します。

大学発ベンチャー創出推進事業 千円

新事業創出総合支援事業 千円

環境産業マルチパーク構想推進強化事業 千円

企業誘致プロモーション事業 千円

企業立地促進補助事業 千円

外資系企業誘致推進事業 千円

産業団地分譲促進強化事業 千円

新事業創造支援センター整備事業 千円

創造技術研究開発費補助事業 千円

活用生産技術支援事業 千円

工業用水道事業会計貸付金 千円



オ 商業の振興

商工会議所等が行う商店街活性化への取組みに対し、支援を行います。

商店街等活性化事業 千円

のんた物産販路開拓推進事業 千円

やまぐちブランド発信事業 千円

カ サービス業の振興

女性起業家やコミュニティビジネス、 等の育成を支援します。

チャレンジビジネス育成支援事業 千円

企業立地促進補助事業 千円

キ 中小企業の振興

中小企業制度融資等による経営活動の支援を推進します。

日本 元気カンパニー成長促進事業 千円

フィールド提供事業 千円

中小企業制度融資 千円

損失補償 千円

信用保証料率低減事業 千円

商工会・商工会議所広域支援体制整備促進事業 千円

のんた物産販路開拓推進事業 千円

やまぐちブランド発信事業 千円



特 別 会 計

平成 年度特別会計の当初予算額及びその内容は、第 表のとおりです。

なお、企業会計に属する電気事業、工業用水道事業、中央病院事業及び精神病院事業の各会計につ

いては、「第 公営企業の業務の状況」の項で説明します。

第 表 特 別 会 計 予 算 の 状 況

（単位 千円）
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